
　

　

H 27 ～ H 27

①

②

①

②

②

①

②

従事職員数

7,000 7,000人件費単価 千円 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

人 0.1 0.1

千円 700 700

837一般財源 千円 837

そ の 他 千円

起　　債 千円

県補助金 千円 275 275

C

の

財

源

内

訳

国補助金 千円

 直接事業費 A 千円 412 412

 総事業費 C（A+B） 千円 1,112 1,112

箇所 1 1

団体 1 1

27年度

件 1 1

28年度 29年度

（目標達成年度）

単位
全体計画

32年度以降

平成27年度
・肉用牛の放牧は、低コスト生産、農地の保全、景観形成等に有効であることか

ら、町内の耕作放棄地における取り組みを促進し、その面積を拡大させる。

1団体

 成果指標：目的の達成度を表す指標

（目標達成年度）

 事業の概要：具体的なやり方、手順、詳細を記入  活動指標：事務事業の活動量を表す指標

1件

・営農集団が行う耕作放棄地等の放牧場の整備に対して、県とともに経費の一部を

助成する。

　→補助率　：県1/2　町1/4

　→補助対象：放牧場の整備に要する物財費（牧柵、スタンチョン、給水施設、

　　　　　　　牧草種子、土壌改良剤等）

（活動指標数値） （指標積算根拠）

① 補助金交付件数

402  項ｺｰﾄﾞ

 基本事業名称

1034

 関連計画 新上五島町肉用牛生産近代化計画 法令・条例規則等 新上五島町農業振興奨励事業補助金交付要綱

 事務事業ｺｰﾄﾞ 4020503

年度

1

 政策名称

 施策名称

自立する産業の育成、雇用の確保

 基本事業ｺｰﾄﾞ 40205  目ｺｰﾄﾞ 4

 施策ｺｰﾄﾞ

財務会計の位置付け

 政策ｺｰﾄﾞ 4  款ｺｰﾄﾞ 6

年度

農林課

課長名 下山　透

27平成平成

荒木　幸二担当者

単年度事業

放牧実施営農集

団数

放牧実施箇所数

（成果指標名称） （成果指標数値）

1箇所

（指標積算根拠）

畜産の振興

畜産振興事業費

 （対象指標1） 7戸

平成27年度放牧場の整備

 細目ｺｰﾄﾞ

31年度

内

訳

 人件費　B

26年度

 （対象指標2）

成果指標

平成27年度

課ｺｰﾄﾞ 115

26

～

402050301

27

平成

年度

課　名

活動指標

作成年度

（活動指標名称）

 事務事業名称

 対象：誰、何を対象にしているのか

総合計画の位置付け

 対象指標：対象の大きさを表す指標

 目的：何をしたいのか

30年度

評価対象事業名称

コード

記入日

 （対象2）

畜産農家

H26.11.4

新規事業評価表【事前評価】

 （対象1）

農林業の振興

事業種類

事業期間
チャレンジ放牧推進事業

計画（PLAN） 

実施（DO） 



　

●

 次年度以降に計画を見直して実施する   事業内容を見直して事業を実施する

  ●

  次年度以降に類似事業と整理統合して実施する

 当分の間は実施しない

類似事業と整理統合して実施する

実施期間を見直して事業を実施する

 事業費を減額して事業を実施する

計画どおりに事業を実施する

 

・受益者負担は適正です

か。

・類似事業との整理統合

はできませんか。

1次 2次 3次

次年度以降に計画どおり実施する
事

業

の

方

向

性

1次 2次 3次

  

・事業の対象・目的は適

切ですか。

・町が税金を投入して行

う必要がありますか。

402050301ｺｰﾄﾞ

1

次

評

価

肉用牛放牧の推進により、肉用牛の飼養頭数増加・低コスト生産、農地の保全、景観形成を図ることは重要である。

地域資源を活かした産業の確立のため必要である。

地域産業の衰退、耕作放棄地面積の拡大、景観の悪化に繋がる。

・事業の緊急性・必要性

はありますか。

・事業を行わない場合の

影響はありますか。

・事業費を削減できませ

んか。（費用対効果）

※3次評価については、住民等の意見があった場合にのみ、再公表するものとする。

2次評価

3次評価

住民等の意見

町 の 対 応

畜産農家のコスト縮減、耕作放棄地及び予備軍の解消を図るうえで実施するものであり必要と判断するが、事業実施は県補助金

の採択を条件とする。

  

 

 

新たに牛舎を設置することと比較して、事業費は大幅に低減される。

肉用牛経営への参入は、飼養施設の整備、繁殖牛の導入などの初期投資額が大きい一方、資金回収開始までに数年を要すること

から、実施者への支援は必要。

類似事業はない。

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容評価項目

農家の高齢化、離農などにより、町内肉用牛頭数の減少、耕作放棄地の拡大が進むなか、その対策を行うことは急務である。

評価（CHECK） 


